
■薬物療養提供体制強化事業
２５年度予算 ４０百万円

■背景・課題

○ 抗がん剤など使い方が難しい薬を用いた治療や適切な服薬指導などについて、誰もが安心して在宅で受けられるよう、薬の専門家で
ある薬剤師がチーム医療の一員として、訪問や相談、情報提供をスムーズに行うための体制を整備しつつ、薬に関する正しい理解を
促進・普及し適正使用を図るなど、地域での適切な薬物療法を推進する。

■事業の目的・概要

○ 具体的には、実施主体である都道府県が中心となって地域の実情に応じて選択できるような形で複数メニューを国が提供し、モデル
的な事業実施を通じて、地域住民に対する適切な薬物療法の推進・普及を図る。【委託先：都道府県（再委託可）】
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そ
こ
で

・在宅における医薬品の飲み残し

・患者の服薬状況等にきめ細かく対応できていない

・衛生材料、介護機器等の提供に関し、地域に密着した薬

局の活用が進んでいない

一般用医薬品を含めた医薬品等使用に関する消費者理
解が乏しく、医薬品の適正使用の推進が不十分

在宅で使用される抗がん剤、無菌製剤等使用方法の難し
い医薬品、医療機器等が在宅医療に急速に普及

◎関係職種が一体となった効率的な薬物療法の提供
→薬物療法に関する医療職種間の事前取決めに基づく薬剤師による投与量調整等を

実施するための体制整備
→薬剤師が訪問看護師や介護福祉士に同行し薬物療法に関する必要な情報を提供
→相談窓口としての薬局機能を活用した医療機器、衛生材料、介護機器等に関する情

報提供

○地域に応じた在宅薬局体制確保
→在宅医療対応可能な薬剤師による夜間休日の輪番制、薬局間の連携・協力による在

宅医療の提供

○抗がん剤等在宅提供支援
→看護師、介護福祉士等に対する抗がん剤・麻薬の安全使用研修、地域内の薬局間の

抗がん剤、麻薬等の在庫融通、退院時の服薬指導に関する医療機関と薬局との連携

○医薬品の適正使用の推進
→医薬品の正しい理解の促進・普及、お薬手帳活用等による医薬品適正使用推進

・特定の薬局で地域全体への在宅医療提供には限界
・緊急処方への対応が不十分

経費の性質：委託費
委託先：都道府県（再委託可）
箇所数：８箇所
使 途：謝金、旅費、消耗品費、

印刷製本費等

48地域医療再生基金を活用した在宅医療推進事業等


